
 

 

 

 

 

  

株式会社エイチームホールディングス 

2025 年 7 月期 通期決算説明会 

2025 年 9 月 5 日 

本開示は株主・投資家の皆様への情報発信を通じてご理解を賜ること、フェア・ディスクロージャーを

目的としております。なお、書き起こし内容に関して、一部内容・表現を加筆・修正しております。 
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林：本日は、エイチームホールディングス、2025 年 7 月期 通期決算説明会にご参加いただき、

誠にありがとうございます。では早速、始めてまいります。 

 

まず、ハイライトです。FY2025 通期といたしまして、YonY で大幅増益を達成しました。業績

予想に対しても、概ね好調に着地しました。売上高 239 億 1,700 万円、YonY100%、予想比

95.7%。調整後 EBITDA17 億 1,900 万円、YonY232.2%、予想比 114.6%という結果でした。 

FY2025 Q4 につきましては、YonY で増収減益、QonQ で減収減益となっております。売上高

59 億 4,800 万円、YonY103.7%、QonQ92.5%。調整後 EBITDA3 億 600 万円、YonY63.4%、

QonQ43.6%という結果でした。詳細の決算概要については、後ほどご説明させていただきたいと

思います。 



 
 

 

 

 

 
2 

 

 

本日は、こちらのスライドに記載の通り、主にこの 4 点になります。プライム市場上場維持基準

への適合結果、FY2025 通期連結決算概要、FY2025 Q4 連結決算概要、株主還元・業績・配当予

想についてご説明します。 
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まず 1 点目、プライム市場上場維持基準への適合結果となります。当社は 2022 年 10 月 27 日

に上場維持基準の適合に向けた計画書を提出しております。この数年の各種取り組みの結果、この

たび東京証券取引所から適合状況について適合していることをご連絡いただきましたので、改めて

適合した旨をお知らせいたします。 

 

プライム市場上場維持基準に適合していなかった項目は、流通時価総額 100 億円という基準で

した。2023 年 7 月末時点で 81 億円でしたが、2025 年 7 月末時点で結果的には 139 億円とな

り、無事にプライム市場上場維持基準のすべての項目に適合いたしました。 

プライム市場上場維持基準の適合に向けて、実際に取り組んだ内容はスライドに記載の 5 つで

す。（1）成長戦略の遂行、（2）流通株式時価総額の向上、（3）積極的な株主還元、（4）コー

ポレートガバナンスの強化、（5）IR 活動の充実化です。 

まず（1）成長戦略の遂行については、従前からお伝えしておりますとおり、「売上向上支援カ

ンパニー」への変革を標榜し、新たな成長ドライバーの一つとして積極的な M&A を進めておりま

す。M＆A 戦略は、昨年 2024 年 6 月より資本業務提携したアドバンテッジパートナーズ社と共に

進めてきております。 
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そして、（2）流通株式時価総額の向上については、株式市場を意識した経営として、資本コス

トや株価を意識した経営の実現に向けた対応を進めています。本方針の策定及び開示に加え、当社

株式の投資魅力度、及び流動性の向上を目的に、新たに株主優待制度を新設いたしました。 

（3）積極的な株主還元については、中期経営計画（FY2025-FY2028）で掲げる通り、総還元

性向平均 100%、株主還元総額 40 から 50 億円を目指しております。また、資本効率の向上を目

的に、機動的な自己株式取得を行う方針とし、実際に 2025 年 7 月に自己株式の取得及び消却を実

行しております。 

また、（4）コーポレートガバナンスの強化として、経営戦略室が中心となりリスク・ボラティ

リティを低減するガバナンス体制の構築と実行を進めてきました。ホールディングス機能の強化を

図るとともに、グループ全体での経営管理・予実管理、事業ポートフォリオ管理の最適化を図りつ

つ戦略投資を進めてまいりました。最後に（5）IR 活動の充実化を図ってまいりました。これらの

取り組みの結果、プライム市場上場維持基準に適合することができました。 
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中期経営計画の達成に向け、引き続きスライドに記載の４つの戦略を推進してまいります。 

 

戦略転換のポイントは４つで、企業戦略、成長戦略、財務戦略、組織戦略です。 

まず、企業戦略として、以前までは B to B to C 領域、もしくは B to C 領域だったところか

ら、B to B 領域へと染み出していきます。デジタルマーケティング領域の顧客を中心に、我々の

ノウハウを提供することで、デジタル集客の支援や業務の効率化などをご提供していきます。 

成長戦略については、先ほどお話しした M&A を中心としたインオーガニック成長を引き続き進

めてまいりたいと思います。企業戦略及び成長戦略、この 2 点が PER の成長につながっていくと

考えております。 

財務戦略としてはレバレッジを効かせた BS 戦略にシフトしていきます。これまで、無借金経営

に特にこだわりを持っていたわけではありませんが、キャッシュの投資先が大きく決まっておら

ず、結果的に無借金経営という状態でした。しかし、これからは成長戦略である M&A に積極的に

投資する方針です。借入を行い、M＆Aに成長投資をし、利益創出という好循環を創出しながら、

最適なレバレッジ活用と余剰資金の還元により、資本コストの低減を図ってまいります。 
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そして、組織戦略としてホールディングス体制によるモニタリング機能を強化していくことで、

着実に全社戦略を遂行してまいります。この、財務戦略と組織戦略により、WACC（資本コスト）

の低減につながっていくと考えております。 

 

 

続いては、FY2025 通期連結決算概要となります。こちらは先ほどご説明させていただいた内容

ですが、売上高 239 億 1,700 万円、YonY100%、予想比 95.7%。調整後 EBITDA17 億 1,900

万円、YonY232.2%、予想比 114.6%。経常利益 15 億 8,500 万円、YonY260.3%、予想比

122.0%。当期純利益 10 億 3,600 万円、YonY108.7%、予想比 103.6%という結果でした。 

YonY で大幅な増益を達成することができました。経営管理の強化に加え、事業ポートフォリオ

の適正化により、利益の創出に成功しております。具体的には、不採算事業や非注力事業を売却し

たり、そして新たな事業を買収したりしております。 
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こちらは予想に対する実績です。 

 

こちらが前期比での実績です。売上高は 100.0%と横ばいで、各利益はこのように増加しまし

た。 
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当社は事業の収益性を適切に表す指標として「調整後 EBITDA」を導入し、開示しております。 

 

調整後 EBITDA については、以前にもご説明させていただきましたが改めましてご説明しま

す。調整後 EBITDA は、営業利益に対してのれん償却費、減価償却費等を足し戻したものを
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EBITDA としておりまして、EBITDA からさらに M&A に関する費用、Paddle 社における暗号資

産関連費用を調整したものです。 

暗号資産関連事業の Paddle 社が展開するポイ活アプリ「BitWalk」は歩いた歩数に応じてビッ

トコインなどの暗号資産に交換可能なポイントが貯まるサービスです。ユーザーは、付与されたポ

イントを暗号資産に将来交換することができます。そして、この将来のポイント交換に対して、会

計上は引当金を計上する必要があります。 

このように、成長戦略である M＆A の遂行により発生する M＆A に関わる一過性の費用、暗号資

産市場価格の変動に起因する暗号資産評価損益の影響を取り除いた状態を本業の収益性を表す業績

評価指標として調整後 EBITDA と定義しております。 

 

また、暗号資産の市場価格変動が業績評価指標に与える影響についてご説明します。暗号資産の

市場価格が上昇すると営業内費用である引当金繰入額は増加し、営業利益は減少します。そして、

暗号資産の価格上昇に伴い暗号資産評価益が発生するため、経常利益は増加します。 

一方で、暗号資産の市場価格が下落すると、営業内費用である引当金繰入額は減少し、営業利益

は増加します。暗号資産の価格下落に伴い暗号資産評価損が発生するため、経常利益は減少しま

す。 
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こちらのスライドは、セグメント別の結果です。 

デジタルマーケティング事業については、売上 197 億 1,800 万円、YonY101%、調整後

EBITDA21 億 2,700 万円、YonY159.5%という結果でした。M&A で当社グループにジョインし

た企業が新たに連結の対象に追加されたこと、中古車の買取比較サイト（自動車関連事業）、引越

しの価格比較サイト（引越し関連事業）が好調だったことにより、業績をけん引しております。 

エンターテインメント事業は、売上 41 億 9,900 万円、YonY95.4%、調整後 EBITDA は 5 億

1,900 万円と YonY で増益となっております。既存のゲームタイトルの売上の減少があったもの

の、運営効率化による収益確保に加え、有名 IP をお持ちの企業様との協業案件の受託開発費用に

より、売上の減少としては微減となっております。それに対して、調整後 EBITDA はプラスに転

じました。 
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FY2025Q4 会計期間における連結決算概要です。 

売上高 59 億 4,800 万円、YonY103.7%、QonQ92.5%。調整後 EBITDA3 億 600 万円、

YonY63.4%、QonQ43.6%。経常利益 3 億 1,800 万円、YonY80.4%、QonQ64.9%。当期純利

益 800 万円、YonY2.2%、QonQ1.8%という結果でした。 

YonY で増収減益、QonQ で減収減益という結果でしたが、QonQ、YonY ともに一番の大きな

要因といたしましては、進行期である FY2026 に向けて、Q4 で戦略的な投資を実行したことが要

因です。人材投資として賞与や有償ストックオプションの発行、事業成長に向けた広告宣伝などの

事業投資の実施により、減益となっております。 

このスライドが、FY2025 Q4 における営業利益の減少要因をまとめたものです。いまご説明し

た人材投資や事業投資に加え、PPA（※）による暫定的な計算での償却費との差額が計上されたこ

とによります。それらが主に、この Q4 における追加費用、追加投資となっております。 

 PPA（Purchase Price Allocation）とは、取得原価を被取得企業の識別可能な資産及び負債の企業結合

日時点の公正価値（時価）を基礎として、当該資産及び負債に配分するプロセス。 
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セグメント別の結果はこのようになっております。 
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デジタルマーケティング事業の四半期業績の推移です。売上高 48 億 800 万円、

YonY105.3%、QonQ88.2%。調整後 EBITDA4 億 2,500 万円、YonY81.5%、QonQ53.4%。

例年 Q3 が引越し関連事業などの繁忙期になりますので、QonQ に関しては、Q3 は高く、Q4 は減

少します。 
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エンターテインメント事業の四半期業績の推移です。売上高 11 億 3,900 万円、

YonY973.3%、QonQ116.9%。調整後 EBITDA1 億 7,800 万円、YonY218.8%、QonQ198%。

引き続き既存タイトルの効率的な運営やコスト抑制を実施しています。そして、協業案件を着実に

こなしていき、利益確保をしながら進めていきたいと思っております。時期はまだ明確ではござい

ませんが、将来のタイトルリリースをしたときには、大きな売上、大きな利益が寄与すると期待し

ております。 

 

こちらはエンターテインメント事業の協業比率です。この FY2024 から FY2025 にかけて上昇

傾向にあり、現在は約 20%が協業案件による売上となってきております。 

右側のフラフは海外比率で、約 38％が海外での売上です。 
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 こちらが、連結での四半期ごとの業績の推移です。 

 

 最後に、株主還元、業績・配当予想についてです。 
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当社は、中期経営計画（FY2025-2028）の株主還元方針として、株主還元総額 40～50 億円、

総還元性向 100％という目標を掲げております。この株主還元方針の達成に向けて、配当額を維持

または増加する「累進配当」を導入することを発表しております。 

まず、継続的かつ安定的な株主還元として、FY2024・FY2025 の 1 株当たりの年間配当金 22

円、試算上において配当額は 4 億 1,000 万円としております。FY2026 の 1 株当たりの年間配当

金は 28 円への増配を予想しており、FY2026 以降は試算上で 1 億 1,200 万円の配当額の増加を見

込んでおります。また、累進配当方針に従い、FY2027 以降については増配を検討していく想定で

す。 

配当を中心とした株主還元のほかに、機動的な自社株買いを引き続き検討していく予定です。

FY2025 については、2025 年 6 月に総額約 32 億円の自社株買いを実施しており、そのうち権利

行使価額を控除した約 14 億円を還元総額に含めています。そのため、FY2025 は、配当額の 4 億

1,000 万円に加え、自社株買い 14 億 7,200 万円、合計 18 億 8,200 万円を還元総額としていま

す。 

以上のことから、FY2025 における実績として、中期経営計画で掲げる株主還元方針である還元

総額 40～50 億円に対して約 18.8 億円、総還元性向平均 100％に対して 181.6％という結果とな

っております。 
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続いては、FY2026 の配当予想です。株主の皆さまへの利益還元の機会の充実化を目的に、中間

配当と期末配当の 2 回にさせていただきます。年間配当は、1 株当たり 22 円から、28 円へ、6 円

の増配を決定いたしております。したがいまして、中間で各 14 円ずつの配当を実施します。 

以上のように、株主還元の強化としたしまして、累進配当の導入、機動的な自社株買い、中間配当

の実施、FY2026 の増配、これらを実施してまいります。
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最後に、FY2026 の業績予想です。売上高 245 億円、調整後 EBITDA15 億円、経常利益 9 億

円、当期純利益 6 億円という予想です。

 

FY2026 に関しましては、前期比で減益予想となっておりますが、当初の計画の一部に変更が発

生したことにより、かなり保守的に見込んでおります。大きな要因といたしまして、エンターテイ

ンメント事業の協業案件の一つがクローズした影響により、今期の実力値から引かせていただいて

おります。 

ですが、今期は中期経営計画の達成に向けた足場固めの 1 年として、引き続き新たな M&A を進

めるとともに、既存サービスのマーケティングや機能改善による利益水準の向上施策が進行してお

ります。こうしたことから、十分にアップサイドを狙えるものと考えておりますが、業績予想につ

きましては保守的な予想として発表させていただいております。FY2027 以降のさらなる成長を見

据えていること、足元で何かが大きく崩れることもないとも予想しております。今後の成長性、そ

して財務体質も良好であることから、株主の皆さまへの積極的な株主還元として、増配、累進配当

の方針を変更させていただきました。 
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この数年、プライム市場上場維持という課題に直面して、アドバンテッジパートナーズ社ととも

に、経営戦略室が中心になりまして、株式市場に向けてより魅力的な企業に映るよう、そして事業

を新たに成長させて、企業価値向上に向けた取り組みを推進してまいりました。中期経営計画で掲

げる調整後 EBITDA40 億円という目標の達成に向けて、引き続き各戦略を実行していこうと思っ

ております。 

そして、FY2025 においては、だいぶ手応えがございましたので、より FY2026 年はその足場固

めの 1 年になるのではと考えております。社内では、新しい成長を目指す 1 年として「新・成

長」という目標を掲げて、役員・社員一同が一致団結して頑張ってまいりたいと思いますので、引

き続きよろしくお願いいたします。 

 

私からの説明は以上になります。 

 


